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	労務費報告書


様式１（単体企業用）
一般競争入札参加資格確認申請書

令和　　年　　月　　日

高知市上下水道事業管理者　山本　三四年　様

申請者の住所
商号及び代表者氏名
申請書作成担当者氏名
（電話番号）
（FAX番号）

（E-mail）

下記１の入札に参加したいので、下記２の必要書類を添えて申請します。
  なお、入札公告及び高知市上下水道局が入札に関して定める規定を遵守するとともに、この申請書のすべての記載事項及び添付書類の内容については事実と相違なく、また、入札参加資格要件を満たしていることを誓約します。
記
１　申請する入札の工事等の名称　潮見台中高地区送水ポンプ所電気設備更新工事
　　　　　　　　　　　　　　　　（７高水企財第745号）（令和８年１月15日公告）
２　添付書類
（１）企業の評価項目一覧表（様式４）
（２）配置予定技術者の評価項目一覧表（様式５）
　
・以下の書類は落札候補となったときに提出します。
（３）同種工事の施工実績調書（様式２）
（４）配置予定技術者状況調書（様式３）
（５）様式４の挙証資料
　　ア　○○○○
　　イ　○○○○
（６）様式５の挙証資料
　　ア　○○○○
　　イ　○○○○
３　開札後の低入札価格調査制度による低入札価格調査（失格調査及び低入札調査）の実施について（※以下のいずれかを選択し、不要な項目は削除してください。）

	○低入札価格調査の調査対象となった場合は、低入札価格調査を実施してください。

○低入札価格調査の調査対象となった場合は、低入札価格調査を辞退します。


（注）
１　メールアドレスは、原則既に高知市上下水道局に届け出たものを記載すること。

２　上記３について、選択がない又は不明な場合は、低入札価格調査を辞退するものとする。なお、低入札価格調査の実施については、低入札価格調査制度に基づく低入札調査資料の提出期限内であれば、辞退を申し出ることができること（このときは、指名停止は伴わない。）。
様式２（単体企業又は共同企業体（代表構成員））
同種工事の施工実績調書
	会　社　名
	

	入札対象の工事名
	


	施　　工　　実　　績

	工　事　名　称　等
	工　事　名
	

	
	発注機関名
	

	
	施工場所
	

	
	契約金額
	出資比率案分額(                           )

	
	工期
	/　　/　　　～　　　/　　/　

	
	受注形態
	単体／共同企業体（出資比率　　　％）

	工　事　内　容
	　施工方法
　規模等

	


· 記載内容の確認資料として、CORINS登録内容確認書の写し又はCORINS竣工時受領書及び工事カルテの写しを添付すること。工事カルテ等がない場合又は十分でない場合には、契約書、設計書の写し、発注者からの施工証明書等、申請者がその内容を証明できるものを添付すること。
様式３（単体企業又は共同企業体（代表構成員））
配置予定技術者状況調書
	会　社　名
	

	入札対象の工事名
	


	配置予定技術者氏名
	

	生年月日
	

	法令による免許
	  

	監理技術者資格者証
	取得年月日　　　　年　　月　　日　登録番号

	雇用年月（雇用期間）
	　年　　月（　　年　　か月）

	従　事　経　験　の　概　要
	工事名
	

	
	発注機関名
	

	
	施工場所
	

	
	契約金額
	出資比率案分額(     ％／                      )

	
	工期
	　　　　　年　　月　～　　　　　年　　月

	
	受注形態
	　単体／共同企業体名（出資比率）

	
	従事役職
(該当項目に印を)
	　・監理技術者　　　・主任技術者　　　　・現場代理人

	
	工事内容
	


※　配置予定技術者の施工実績を資格要件としている場合は、「従事工事の状況」欄に、その要件を満たす工事を記載すること。

※　記載内容の確認資料として、当該技術者の健康保険証（公告日の３か月以上前から雇用されていることがわかるもの）、技術検定合格証明書、監理技術者資格者証及び指定講習に係る講習修了証並びに施工した工事のCORINS登録内容確認書の写し又はCORINS竣工時受領書及び工事カルテの写しを添付すること。工事カルテ等がない場合又は十分でない場合には、契約書、設計書の写し、発注者からの施工証明書等、申請者がその内容を証明できるものを添付すること。

（表紙）
総 合 評 価 方 式 関 係 資 料
○○○○○工事
△△建設（株）
様式６
同種工事の施工実績調書[評価用] ※実績
	会　社　名
	


	工　事　名
	
	

	発注機関名
	
	

	契約金額
(元請請負金額)
	
	

	工　期
	/　　　/
～
/　　　/
	/　　　/
～
/　　　/

	受注形態
	単体　 ／　 共同企業体
（出資比率　　　％）
	単体 　／ 　共同企業体 
（出資比率　　　％）

	工事内容
（工法等）
	（公告で指定する同種・類似工事の内容と対比ができる内容を記載する。）
	（公告で指定する同種・類似工事の内容と対比ができる内容を記載する。）


※　入札参加申請等での提出にあたっては（注）以下の記載は削除して差し支えない。
(注)

※　同種工事の施工実績を審査有として申請する場合には、施工実績の審査対象とする工事を表に記載すること。
※　記載内容の確認資料として、CORINS登録内容確認書の写し又はCORINS竣工時受領書及び工事カルテの写し（工事カルテ等がない場合又は十分でない場合には、契約書、設計書の写し、発注者からの施工証明書等を必ず添付すること。
様式６
同一工種工事の施工実績調書[評価用]※成績評定
	会　社　名
	


	工　事　名
	

	発注機関名
	

	契約金額
	

	工　期
	/　　/　　　～　　　/　　/　

	受注形態
	単体／共同企業体名（出資比率）

	工事内容
（工法等）
	（公告で指定する同種・類似工事の内容と対比ができる内容を記載する。）

	成績評定
	


※　入札参加申請等での提出にあたっては（注）以下の記載は削除して差し支えない。
(注)

※　同一工種工事の成績評定を審査有として申請する場合には、審査対象とする工事を表に記載すること。
※　記載内容の確認資料として、CORINS登録内容確認書の写し又はCORINS竣工時受領書及び工事カルテの写し（工事カルテ等がない場合又は十分でない場合には、契約書、設計書の写し、発注者からの施工証明書等、申請者がその内容を証明できるもの）と併せて「工事成績評定について（通知）」を必ず添付すること。ただし、成績評定の審査対象外の工事については、「工事成績評定について（通知）」は必要なく、表中の成績評定欄に点数は記載せず、「成績評定の審査対象外」と記載すること
様式６
同一工種工事の施工実績調書[評価用]※優良工事表彰
	会　社　名
	


	工　事　名
	

	発注機関名
	

	契約金額
	

	工　期
	/　　/　　　～　　　/　　/　

	受注形態
	単体／共同企業体名（出資比率）

	工事内容
（工法等）
	（公告で指定する同種・類似工事の内容と対比ができる内容を記載する。）


※　入札参加申請等での提出にあたっては（注）以下の記載は削除して差し支えない。
(注)
※　同一工種工事の優良工事表彰を審査有として申請する場合には、審査対象とする工事を表に記載すること。
※　記載内容の確認資料として、CORINS登録内容確認書の写し又はCORINS竣工時受領書及び工事カルテの写し（工事カルテ等がない場合又は十分でない場合には、契約書、設計書の写し、発注者からの施工証明書等、申請者がその内容を証明できるもの）と、表彰状の写しを添付すること。

様式７

配置予定技術者状況調書[評価用]　※実績
	会　社　名
	

	技術者氏名
	


	工　事　名
	
	

	発注機関名
	
	

	契約金額
(元請請負金額)
	
	

	工　　期
	年　　月　　日
　　　　　　　～
　　　　年　　月　　日
	年　　月　　日
　　　　　　　～
　　　　年　　月　　日

	従事期間
	年　　月　　日
　　　～
　年　　月　　日
	年　　月　　日
　　　～
　年　　月　　日

	従事役職
	
	

	工事内容（工法等）
	（公告で指定する同種工事の内容と対比ができる内容を記載する。）
	


※入札参加申請等での提出にあたっては（注）以下の記載は削除して差し支えない。
(注)

※　同種工事の実績を審査有として申請する場合には、審査対象とする工事を表に記載すること。
※　記載内容の確認資料として、当該技術者の健康保険証（公告日の３か月前以上から雇用されていることがわかるもの）、技術検定合格証明書、監理技術者資格者証及び指定講習に係る講習修了証並びに施工した工事のCORINS登録内容確認書の写し又はCORINS竣工時受領書及び工事カルテの写しを添付すること。工事カルテ等がない場合又は十分でない場合には、契約書、設計書の写し、発注者からの施工証明書等、申請者がその内容を証明できるものを添付すること。
様式７

配置予定技術者状況調書[評価用]※成績評定
	会　社　名
	

	技術者氏名
	


	工　事　名
	

	発注機関名
	

	契約金額
	

	工　　期
	　　　年　　月　　日～　　　　　年　　月　　日

	従事期間
	年　　月　　日～　　　　　年　　月　　日

	従事役職
	

	工事内容（工法等）
	（公告で指定する同種工事の内容と対比ができる内容を記載する。）

	成績評定
	○○点


※入札参加申請等での提出にあたっては（注）以下の記載は削除して差し支えない。
(注)

※　同一工種工事の成績評定を審査有として申請する場合には、審査対象とする工事を表に記載すること。
※　記載内容の確認資料として、当該技術者の健康保険証（公告日時点で雇用されていることがわかるもの）、技術検定合格証明書、監理技術者資格者証及び指定講習に係る講習修了証並びに施工した工事のCORINS登録内容確認書の写し又はCORINS竣工時受領書及び工事カルテの写しを添付すること。工事カルテ等がない場合又は十分でない場合には、契約書、設計書の写し、発注者からの施工証明書等、申請者がその内容を証明できるものを添付すること。
様式７

配置予定技術者状況調書[評価用]　※優良工事表彰
	会　社　名
	

	技術者氏名
	


	工　事　名
	

	発注機関名
	

	契約金額
	

	工　　期
	　　　年　　月　　日～　　　　　年　　月　　日

	従事期間
	年　　月　　日～　　　　　年　　月　　日

	従事役職
	

	工事内容（工法等）
	（公告で指定する同種工事の内容と対比ができる内容を記載する。）


※入札参加申請等での提出にあたっては（注）以下の記載は削除して差し支えない。
(注)

※　同一工種工事の優良工事表彰を審査有として申請する場合には、審査対象とする工事を表に記載すること。
※　記載内容の確認資料として、当該技術者の健康保険証（公告日の３か月以上前からで雇用されていることがわかるもの）、技術検定合格証明書、監理技術者資格者証及び指定講習に係る講習修了証並びに施工した工事のCORINS登録内容確認書の写し又はCORINS竣工時受領書及び工事カルテの写しを添付すること。工事カルテ等がない場合又は十分でない場合には、契約書、設計書の写し、発注者からの施工証明書等、申請者がその内容を証明できるものと、表彰状の写しを添付すること。
様式７－１
現場代理人配置予定若手・女性技術者調書
	会社名
	○○株式会社


	配置予定技術者氏名
	　現場代理人　○○　○○

	若手又は女性技術者
	　□　若手技術者（生年月日：　　　　　　　）

　□　女性技術者

　　　※該当する□にチェック（■または☑）

	法令による免許
	○○施工管理技士（取得年及び登録番号）

建設業監理技術者資格（取得年及び登録番号）

実務経験証明書



	雇用年月日（雇用期間）
	　　　　　年　　月　　日（○年○月）


　

（注）１　記載内容の確認資料として、入札参加申請時に申請者と直接的な雇用関係があることがわかるもの（当該技術者の健康保険被保険者証等）並びに技術検定合格証明書、監理技術者資格者証、指定講習に係る講習修了証、実務経験証明書の写し等を添付すること。

２　この様式は、当該公告工事の種類に係る建設業法第７条第２号イ、ロ又はハのいずれかに該当し、かつ開札日において41歳未満である技術者（若手技術者）又は女性技術者を現場代理人として配置する場合に提出すること。若手技術者又は女性技術者を主任技術者又は監理技術者に配置する場合は、この様式の提出は必要ないこと。

３　入札参加申請時に現場代理人配置予定の若手技術者又は女性技術者を特定することができない場合には、それぞれの技術者についてこの様式を提出すること。

様式例
令和　　年　　月　　日

高知市上下水道事業管理者　　様

住　所
団体名
役職／氏名
 eq \o\ac(○,印)
電話番号
企業の地域ボランティア活動の実績について（証明）
一般競争入札参加資格確認申請（総合評価落札方式）における昨年度の企業の地域ボランティアの活動実績については、次のとおり相違ないことを証明します。

	企業名
	


	実施年月日
	令和　　年　　月　　日

	活動の内容
	

	実施年月日
	令和　　年　　月　　日

	活動の内容
	

	実施年月日
	令和　　年　　月　　日

	活動の内容
	


労務費報告書
	工事名
	


令和　年　月　日付けで提出した工事費内訳書につきまして、公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律（以下「入契法」という。）第12条の規定により、労務費を以下のとおり提出します。
上記工事の工事費内訳書について


直接工事費のうち、材料費は　　　　　　　　　　　　　　　円です。

直接工事費のうち、労務費は　　　　　　　　　　　　　　　円です。


現場管理費のうち、法定福利費の事業主負担額は　　　　　　　　　　　　　　円です。


現場管理費のうち、建退共制度の掛金は　　　　　　　　　　　　　　　円です。


工事価格のうち、安全衛生経費は　　　　　　　　　　　　　　円です。


※　労務費については、積上げ可能な方式（歩掛、施工パッケージ型積算方式等）で積算した労務費を計上してください。


市場単価方式や標準単価方式（その他の物価本掲載の価格も含む）により積算した労務費は計上しなくてかまいません。














